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新潟平野における稲作の都市化との戦闘
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I はじめ
新潟県の米の粗生産額は2，710億円 (1993)で県別では日本一，全国のそれ 2~lS7 ，997億円の9.7%
を占めている.米の収穫量も1950年までは日本一で， 1994年でも78.4万tで，北海道(全国シェア7.9%) 
に次いで 2位で，全留の6.6%を占めている.米の作付面積14.3万haは，北海道に次いで 2位，全国
の6.5泌を占めている.
米を中核に新潟県は全国一を誇る農作物がかなりある.なすの作付面積924ha，えだまめの作付面
積1，510ha .収穫量7雫630t，切り花のゆり 100ha，チューリップ。24ha. 2、500万本，球根のチューリッ
7"264ha . 6，540万球，アイリス42ha. 2、3807J球，クロッカス10ha. 436万球， (鉢物)花木61ha・
975万鉢などが全国一のものである.
農業県新潟にも，県都新潟市(人口47.9万， 1994)，長両市(18.77])，上越市(13.07J)，柏崎市 (8.8
万)，三条市 (8.7万)などの工業の発展と，それにともなう住宅化は著しく，農業環境は一貫して悪
化してきている.このような環境仁米の自由化とし寸外圧，食管制度の事実上の崩壊の中で，稲作
農家がどのような対応、をしながら 都市化の攻撃に対決しているかを究明することが，本報文の白的
である.
E 兼業農業
高度経済成長が始まる前の状態を示す1960年の新潟県の人口は244万， 30年を経た1990年のそれは
248万とほとんど変っていない.国勢調査による15才以上就業者は， 1960年の120.6万から1990年には
128.2万へ， 75，963人増えたに過ぎない. しかし，農業就業者は571，100人から135，499人へ， 440，750 
人も減少し，農業就業者率は47.4%から10.4%へ激減した.農家数も1960年の212，253戸から1994年
には134，110戸へ， 78，143戸， 36.8%減少した.1992年の農業産出額は4，141億で県全体のわずか2.6%
(全密l.2%)を占めるに過ぎない.1960年当時のそれは20%を占めて，県の有力な産業の一つであっ
た.
農業構造の変化を，専兼業別農家率でみると， 1960年には専業農家率34.9%，第 1種兼業4l.4%， 
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合わせて76.3%が未だ農業主体の農家であり，第 2種兼業は23.8%と1/4に満たなかった. ]農家
平均耕地は1.03haにすぎなかった.農業構造の変化に対応して，農林センサスの調査項目と概念も
変わり，農家を販売農家(経営耕地30a 以上，販売額50万円以上)と，自給的農家 (30a未?Iilj， 50万
円未満)に分け，自給的農家については，細かな調査をしないことになった. 1994年の新潟県の農家
134、110のうち，自給的農家は15.9%(全密23.5%)，販売農家は84. 1 % ( 76 .5 % )である.販売農家
11万2740のうち専業農家はわずか6.2%(全国16.1%)，第 1種兼業13.0%(13.8%)，第 2種兼業80.7%
(70.0%)と今日 8割の農家が第 2種兼業であり，専業農家は例外的な存在である.
農業組生産額は4141億円(1992)で，新潟県の和生産額の2.6%しか占めていないが，その70.1%， 
2902億円が米からの生産であり，米は新潟県の農業において，最重要部門である.米の粗生産額2902
倍、fTJは，県別では全国一の額であり，全国の8.8%(1992)を占めている.
8割が兼業農家である実態をふまえて，農家経済をみると，農業所得は134万円(1993)，農外所得
は568万円，計農家所得は890万円で，全国 (88875円)とほとんど同じである.農家所得に占める農
業所得はわずか19.1% (全国19.0%)であり，家計費 (590万円)に占める農業所得〔家計費充足率〕
は22.7%と約 1/5である.最大の稲作県新潟でも，農業所得は 1/5で， 4/5は農業以外の所得
に農家は頼っているのである.
販売農家の93.7%を占める10万5710兼業農家(1994)の兼業の種類をみると， 78.1 %が恒常的勤務，
1l.9%が臨時雇(出稼ぎ 日雇を含む)， 9.9%が自営兼業である.
農産物販売農家11万60(1994) (総農家の82.1% )のうち90.9%が単ー経営(J長産物販売金額 1位
の部門の販売金額が農産物総販売金額の80%を占める)であり，そのうち%、370戸 (87.6%)が稲作
の単一経営で，残る9.1%が複合経営である.新潟県の販売農家の 9割(全国は52.3%)が稲作単一
経営であり， しかも兼業農家によって経営されている点に，今日的特色がある.
専兼 ~U に経営の種類をみると，第 l 種兼業農家の単一経営割合が96.4% (うち稲作単一経営が
94.8% )，第 2種兼業農家94.5%(94.2%)，専業農家70.8%(60.3%)で，専業農家の方が複合経営
の割合 (29.3%)が高い.
第2謹兼業農家
第2種兼業農家は1994年農業構造動態調査結果によると新潟県の農家数の81%，経営耕地面積で
64%を占め，農業の主役である.そのため，農林省は1990年世界農林業センサスで第 2種兼業農家の
中から無作為に1，200戸(新潟県)選んで調査を行った.816戸(有効自収率68%)の解答の成果は f新
潟県の兼業農家の現状と将来の意向J(1995)としてまとめられている.それによると次のようである.
農業を中心的に営んでし Eるのは， f世帯主Jが70%，r!萱帯主の妻J12 %， rあとつぎJ11%である.
中心的農業従事者の年令は r60-70才Jが32%，r50-60才J30%， r 40-50才J22%， r70才以上J9 % 
であるが，平地地域だけはほ0-60才j が34認となっている.兼業が主の人の兼業の種類は，世帯主
は仁i室常的勤務」が76%であるが，あとつぎは94%で，安定兼業志向が強くなっている.
あとつぎの自家農業に対する意向は r将来も農業を続ける」が35%，r現在はしてないが将来はす
るJ17%と， 52%が農業継続派 r農業はしているが将来は止めたいJ14 %， r農業はしておらず，将
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来もしなしり 28%と農業中止派は42%である.
過去 5年間に貸し付け，または売却などで経営耕地を減少した農家は27%であり，うち 7%は農地
すべてを手放して非農家となった.耕地減少農家の理由は，「農地を宅地などに転用したJ 21 %， r兼
業が'忙しし¥J18%， r採算が合わなしり 17%， r後継者が農業をしなし¥J14%となっている.耕地処分
の仕方は r農地として他人に貸し付けたJ35%， r組織などに貸し付けたJ 2 %と，貸し付けが合わ
せて37%であるのに対して r宅地などとして売却J21 %， r農地として売却J 6 %，合わせて27%で
あり，これに次いで f耕作放棄地となっている」が16%である.地域類型別では都市的地域で「宅地
などとして売却Jが35%と高く，「個人に貸し付けJ31 %と次に多く，平地地域では「個人に貸し付け」
が56%と過半を占めている.
貸付地に対する小作料は10a当り平均は 4万100何で， r5万円以上Jが34%，γ2-2万5000円J14%，
r2万円未満J13%である.農政事務所7JiJでは，新潟54，127円 (10a当たり， 1993. 12. 31現在)， 
下越47、202円，中越42，169Pi，魚沼36，169円，佐渡辺，537円，上越25，273円であった.県農地管理諜
(1993) r小作料の標準額一覧」によると，最高は神林村第 1地域の48，000円， 2 i立は栄町の
46、500円， 3位は村上市第 l地域の45，000円，第 4位は新潟市第 l地域の41、000円であったが，これ
は農業委員会が算定したもので，実勢よりは低くなっている.
水稲作における第 2種兼業農家の農作業の実施形態をみると r自家」で行った作業は「耕:起・代
かきJが79%と最も多く，次いで「田植」が72%，rlj方除J71 %であるが r育-aJは48%に過ぎない.
他の農家や生産組織に γ委託」した作業は「育苗」が42%と最も多く，次いで、「乾燥・訴i製J32%， 
r.)(1j取り・)J兄穀J24%であり，「育菖」の委託相手は個人よりは農協が多くなっている.中間地域で
は育苗を「委託」する農家 (45%)が「自家」で行う農家 (42%)を上居っている.他の農家との「共
!rfJ Jは少なく，全作業で10%以下である.乾燥・調製も委託は山間地域 (43%)と平地地域 (36%) 
で相対的に高くなっている.
j長用機械の利用状態をみると，自家所有は農用トラクタ -69%，動力田植機56%，自)Jえ型コンパイ
ン54%となっている.機械を所有せず r借り入れ利用・請負わせて利用」は自脱型コンパインが28%
と最高で，次いで、動力団植機25%，J農用トラクター19%となっている.今後の農業機械の利用意向で
は，「自家所有でやりたしV は47%に過ぎず，「機械は利用せず作業委託するJ23%， r数戸共有で効
率的にやりたし¥J10%となっている.規模の大きい層では「数戸共有Jが，規模の小さい層では f作
業委託するJ が多い傾向にある.
概ね 5年後の農業経営の意向をみると，「現状維持J70%， r農業を止めたいJ13%， r規模縮小し
たいJ10%， r規模拡大したしり 8%となっている r現状維持」の理由は r現在の規模が兼業と組
合わせて安定しているからJ40%， r最低限，家族や親戚が食べる米を作りたいからJ33%， r退職後
農業したいからJ 9 %， r財産として所有していたいからJ 8 %となっている r規模縮小したいJ農
家の理由は，「兼業が忙しく労働力不足J21 %，了農業の将来が不安J18%，了後継者がいなしり 18%，
f高令化により困難J15%となっている r農業を止めたい」農家 (13%)の理由は r高令化により
困難J28話，次いで「後継者がいなし¥J27%， r農業以外の収入で賄えるJ14%と続いている.
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「規模縮小」または f農業を止める」際の農地の処分方法としては r他の農家に貸し付けたい」
がそれぞれ31%と41%， r農協に預けたしり 27%と16%で，「農地として売却したしりはわず、か 2%と
7 %， r農地以外として売却したい」でも 7%と9%に過ぎない.
第2種兼業農家でも 規模が大きい農家ほど拡大意欲が強く， 2.0ha以上層では25%の農家が拡大
を志向している.対して規模の小さい農家ほど「規模縮小」や「農業を止めたしりとし， 0.3ha未満
層では「農業を止めたしりが21%を占めている.
農用地の賃貸制度について，利用権設定によるそれを「知っているJのは52%，r全く矢IJらなしり48%
と相半ばしている.利用権を設定して「貸し付けている」農家は 7%あり，第2種兼業農家の貸付耕
地のある農家 (14%)の半分が利用権を設定している.貸し付け相手として r集落内のj農家」が43%，
「親戚の農家J 16 %， r管理の十分な農家J 14 %， r大規模経営農家J 10%の)1夏になっている
今後の農地貸し付け意向に関しては，利用権を設定して γ貸し付ける意志がある」農家は18%，UJ 
問地域 (25%)と平地地域 (22%)で，他の地域よりも強くなっている. 0.3-l.5ha層では「貸し
付ける意志」が20%前後で，他の階層よりも強く出ている.
農業基盤整備として rほ場整備」を挙げたものが57%，r用・排水施設なとごの整備lJ53%， rJ農道・
林道J24 %， rカントリーなど共同利用施設J 15%となっている.整備の問題点としては r個人負担
金が高い」が60話と圧倒的に高い.
地域に定住するための条件として r安定的な兼業の就業先があること J 57%の方が r安定的な農
業所得が得られること J33話 r集落排水(下水道)J22 %，などよりもはるかに高い.
農家の 8割を占める第 2撞兼業農家は，新潟県の農業の主役であり 全国 (70%)よりもウェイト
が高いのは，それだけ新潟県に兼業の機会が多いことの証明であると同時に，水招作は他の農業部門
に比べて，兼業がし易い面があるためとも考えられる. しかし，過去 5年間に 7%はJ51農し， 20%は
耕地を減少させており，とくに都市的地域でその傾向が強い.第2種兼業農家は主役ではあるが，高
令化にともない，後継者がいない場合，また恒常的兼業の忙しさによって，脱農するものは続いて出
てくるであろう.その耕地が耕作放棄になるのか，協業化されるのか，他人の手に渡るのか， 日本の
農業の将来はこの点に大きく左右される.
車 農地転用と農地流動
新潟県農地部発行「農地情勢報告J を最も古い1963年から， 1993年までの31年間の用途別農地転用
をまとめてみた(表 1). 31年間で4万5000haの農地が転用されたが，これは横浜市 (436km2)や秋
田市(466km2)全域の面積に匹敵する.県都新潟市 (205km2)全域の 2倍強の面積である. 4万
5000haのうち65%が4条. 5 条転用で，その用途~IJ をみると，住宅用地への転用が29.9% ，鉱工業
発電施設用地へ26.0%，学校用地へl.1%，その他の建物施設用地25.8%などである.農地転用自的
の最も大きな部分を占める住宅用地は，オイルショックの年1973年の628haをピークに1970年代前半
は毎年400ha台と大きな転用を示し， 80年代は100ha台と少なく， 92年に久しぶりに300ha台を記録
した. 1980年代以降，工鉱業用地の方が住宅用地よりも一貫して大きく，工業化が未だ活発であるこ
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表 1 新潟県の用途日IJ.年次別農地i転用面積
用途 fl =と 工鉱業 学 {交 その他の 公 mil 鉄道道路 ti在 林 その他 4.5条以外の 1で1音1年次 発電施設 建物施設 運動場 水路 転 m 
1963 254 128 17 156 I 7 36 609 418 1 .026ha 
64 316 109 ]6 172 3 1 9tl 721 490 1，210 
65 289 120 16 179 5 7 99 716 730 i可4tl6
66 287 84 19 256 8 9 83 7tl6 700 1.4tl6 
67 312 116 20 268 7 15 ]Otl 842 57tl 1.416 
68 314 99 17 255 9 15 76 784 tl98 1.282 
69 347 219 19 323 2 25 84 1.020 381 1.400 
70 tl43 232 27 372 9 25 158 1.265 426 1.691 
71 413 230 5 410 9 20 531 1.618 510 2.128 
72 467 293 2 578 4 15 430 1.788 660 2.4tj8 
73 628 452 7 tj72 14 20 345 1.938 771 2.709 
74 362 300 285 I 352 l. 311 605 1. 916 
75 264 255 4 175 3 9 179 889 324 1，212 
76 353 236 21 160 7 115 892 354 1. 245 
77 316 171 3 181 ? 10 72 755 371 1.126 
78 254 269 13 205 13 I 168 932 1.009 1.941 
79 239 234 2 223 4 8 181 892 852 l可744
80 208 273 55 177 2 7 129 851 776 1.627 
81 188 266 172 4 6 156 793 561 l噌353
82 175 205 9 176 2 5 133 13 718 374 1.092 
83 165 236 4 144 4 5 101 18 677 362 1.039 
84 169 259 141 14 8 132 22 745 220 964 
85 181 295 3 135 ? 5 96 33 750 371 1.121 
86 179 225 6 148 2 4 74 28 664 350 1，013 
87 161 236 。 15 5 74 40 675 389 1，064 
88 183 265 8 202 2 4 60 24 746 473 1.219 
89 248 366 8 254 4 52 40 962 434 1.396 
90 226 320 4 258 4 3 46 30 890 397 1.287 
91 263 365 4 252 3 6 34 29 955 538 1.493 
92 340 446 I 312 4 5 33 10 1，182 382 1.563 
93 224 313 5 374 6 3 39 5 969 546 1.515 
8.768 7.617 328 7，572 156 295 4，267 292 29.295 15，837 45.132ha 
64.9% 35.1% (100.0%) 
29.9% 26.0% l.1% 25.8% 0.7 % 1.0 % 14.6% 1.0 % (100.0%) 
(終地情勢報告)
とが農地転用から読み取れる.
その他の建物施設には，流通団地・公共建物などがあり，オイルショック前数年間が一つのピーク
で， 90年代に入って再び活発になっている.鉄道・道路用地は，上越新幹線や関越・北陸自動車道の
用地買収の行われた1969~73年には年間20ha 台と大きな値を示した.植林用地への転用は70年代前
半は積極的に行われた.
今日 (1994)，新潟県には18万8500haの耕地があり，その88.2%，17万haが田， 11.8%， 2万ha
が畑である. 1農家の平均耕地面積は年々微増し， 1990年の1.37haから， 91年1.38ha，92年1.39ha，
93年1.40ha，94年1.41haとなっている.これを販売農家のみについてみると， 1991年1.42ha，92年
1.44ha， 93年1.48ha，94年1.51haと全国のそれの1.16haを0.35ha上回っている.新潟県の販売農家
経営耕地面積17万haのうち，借入耕地は27，829ha(1994)で， 16.3%と年々上昇している(表2). 
借入耕地のある農家率は36.3%にものぼり， 1借入農家当り0.68haの借入地をもっている.
販売農家の経営規模階層別に借入地状況をみると， 3 ha以上層では74.4% (1994)の農家が， 5 
ha以上層では94.3%の農家が借入地をもっている(表3).借入耕地の全経営耕地に占める割合は，
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3 ha以上層で3l.9%， 5 ha以上層で49.5%である.これを I農家当り借入地面積をみると， 3 ha 以
上層では1.9ha， 5 ha以上層では3.9haである.
販売農家のうち，貸付農地のある農家は14.3%あり，階層別では0.5ha未満層が18.3%と最も大き
く， 2 - 3 ha 層が8.7%と最も小さい 1J実家当り貸付ー地は平均0.3ha，階層差はほとんどなく，
0.5ha未満j暑が0.5haで最も貸付面積が大きい.
販売農家のうち 3ha以上層は年々微増し， 1994年には10.4%に達し その経営する耕地の全耕地
に占める割合は30.3%である.すなわち l割の 3ha以上層が全耕地の 3割を経営している.
農業経営基盤強化促進法(I El農用地利用増進法)による利用権設定継続面積(ストック面積)は，
1994年12月末現在で l万9508haとなり，総耕地面積に占める都合は10.3%となった.j農地流動化面
積の増減は景気の影響を受ける傾向があり 1989年の極大値から減少気味である ([~l 1 ).地域的に
は下越が1l.3%と高く，魚沼が8.1%と低い.利用権設定率の高いところと低いところは出定化傾向
表2 新潟県の経営耕地の状況(販売民家)
1991 1992 1993 1994 〈全i主1>1994 
経営耕地面積 (ha) 169.465 167、709 168、642 170，384 3‘]39、660(100) (100) (100) (100) (100) 
|うち借入耕地 (ha) 22‘383 23.827 25司542 27.829 420.813 (13.2) (14.2) (15.1 ) (16.3) (13.4 ) 
克リ己円、‘ jd哀sを~ * フ 品Z文F (戸) 119，590 116.960 114，230 112、740 2、709、870(100) (100) (100) (100) (100) 
|うちi川淵(戸) 40.950 40，800 40.070 40.870 828.890 (34.2) (34.9) (35.1 ) (36.3 (30.6) 
経(販営耕売地面農積 (h家a) 1. 42 1.44 1.48 1. 51 1.16 
平均P 
借(1昔入耕入地面農積 (h家a) 0.55 0.58 0.64 0.68 0.51 
農林水産省「農業調査J i農業動態調査J i農業構造動態調査J ( )は構成比で%
表 3 新潟県の経営耕地の借入状況(販売農家)
借入農家割合(%) 借入耕地面積割合(%) l戸当たり平均借入面積 (ha)
経営規模
1991 1992 1993 1994 199] 1992 1993 1994 1991 1992 1993 1994 
0.5ha未満 21.5 25.0 23.7 16.1 6.9 8.5 6.8 3.5 0.1 0.1 0.1 0.1 
0.5-1.0 24.3 24.6 24.6 28.9 6.7 7.1 6.5 8.1 0.2 0.2 0.2 0.2 
l.0-2.0 33.9 35.4 33.3 34.0 8.8 9.4 8.5 8.8 0.4 0.4 0.4 0.4 
2.0-3.0 47.7 43.7 48.5 49.3 10.3 10.4 12.2 12.7 0.5 0.6 0.6 0.6 
3.0ha以上 72.2 71.7 71. 6 74.4 26.4 27.6 29.7 31.9 1.5 1.6 1.8 1.9 
うち5.0ha以上 81.9 86.8 94.8 94.3 44.3 43.6 51.3 49.5 3.6 3.5 4.1 3.9 
言十 34.2 34.9 35. ] 36.3 13.2 14.2 15.1 16.3 0.5 0.6 0.6 0.7 
(参考)全国 29.4 30.1 30.5 30.6 11.7 12.3 12.8 13.4 0.5 0.5 0.5 0.5 
農林水産省「農業調査J i農業動態調査J i農業構造動態調査」
(持1{立:子ha)
25 
20 19.507.9 18.850.4ハ
17，869.3 .0"" -
16，858.5 .0'" 
15，611.7..0' 
15 14，501.2 .0' 
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10ト 9，290.9..0'
8，27.1 .0' _一一一一司
7，020.0 _-O' 民主主j:実質治加面積
5，651.9.0' 
4，03.8..0 
O' 
1，92.8ノ'2，011.0850.~.と m l，~/1・終 11竺71.063 8 1J32 8 
1 1.9 156.4 
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1，141.9 
第1図 新潟県の利用機設定継続面積の推移(各年12月31日現在のストック面積，単位ha)
「新潟県農業の動き」
がみられる(表4). 
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利用権設定期間は1985年から長年化する傾向がみられ， 1994年は10年以上が54%も占め，貸借関係
は長期イヒしている(図 2). 
農地法に基づく 1993年の賃借権の新規設定は159haで，その理由の主なものは r労力不足J(面積
で33.7%)，r相手方の要望J(26.7 %)， r経営移譲年金の受給のためJ(14.8%)， r農業廃止J(5.8%)， 
「その他J(19.1%)である.自作地所有権の有償移転(交換を除く)は， 1993年は526haで，その
理由は面積で，「相手方の要望J(31.6%)， r資金を必要とするためJ(16.0%)， r労働力不足J(ll.O%)，
f兼業による規模縮小J(8.6%)， r農業廃止J(6.2%)， rその他J(26.7 % )である.
新潟県では農地の流動化を進めるため，市町村の台帳上の農家全戸を対象に， 1994年6月から 8月
にかけて156，000枚の「農地流動化等意向調査」を行い， 109，000枚 (69.5%)の有効回答を得た.そ
の結果は次の如くである.いずれも複数回答.
将来の地域農業を維持していくうえで望ましい姿として r儲別経営が主体J(32.1 %)， r中核農家
が主体J(31.7%)，r農協が経営受託主体J(28.3%)， r農業生産法人が主体J(24.2%)など分散して，
一定の方向はみえてない.
農地流動化の進まない原因として，「自分の家だけで十分やっていけるJ(44.2 %)， r受け入れる人
や組織がないJ(25.1 %)， r流動化制度の浸透不足J(19.0%)， r基盤整備の遅れJ(17.9%)， r農地
売却時に税金J(15.9%)などの)1顕である.
経営規模拡大・縮小意向では， 5年後「現状維持J60.3%， r止めたいJ8.8%， r縮小したいJ7.3%， 
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表 4 新潟県の利用権設定率の高い市f!IJ村および低い市18判 19941j三
利 用 1tt~ ラR又IL 定 7玄f
高い市町村 {止し 1 司l' !IIT キt
三和村 24.2% 妙高高原町 1.2% 
頚城村 24.0% 妙高村1.3%
西 LlJ IT 18.7% 小須戸 1可 2.9%
白根 1!80 18.4% 能生 IT 3.1 % 
安田 u耳 17.8% 巻 IlT 3.3% 
両津市 17.0% iJt 市 3.4%
1羽 日村 16.9% 松之Il_jIT 3.6% 
大潟町 16.1% 湯沢 IHT 3.7% 
田上 IUT 15.8% 西 )1 18
0 3.9% 中之口村 3.9拓
亀田町 15.6% 弥彦村 15.6% 松代 I!T 4.3% 
「農業経営基盤強化促進卒業実施状況」
第2函 新潟県の利用権設定期間面積構成比の推移(各年12)'J311:1 現在)
「新潟県農業の動き」
「できれば拡大したいJ 6.9%， r拡大したいJ 5.3%と，現状維持が圧倒的である.拡大意向の人の
拡大法は，「農地借地J 64.2%， r農地購入J 37.8%， rイノド業受託J 23.2%， r請負耕作J 2l. 7%と圧倒
的に借地志向が強い.拡大したい理由は， r経営の安定を図るJ65.1 %， r兼業が不安定J31.9%， r後
継者にヲiき継くソ 23.2%，拡大したい場合の図難として，「農地の出し手がいなしり 35.0%，rJ農業情
15 
勢不透明J29.0%， i米自liが低し¥J18.8%， iほ場が分散J15.8%， i多額の投資が必要J14.5%など
である.
縮小志向の方法として i農地を貸すJ41.8%， i作業委託J28.4 %， i請負耕作J21.3%のJI買である.
縮小の理由として，「高令化して後継者な LJ41.1%，i米価低く不採算J26.1 %， i兼業に専念J22.9% 
である.縮小にともなってI!Jることは，「受け入れ手がいなしり29.8%，i作業請負う人組織なしJ23.4%，
f小イ乍料が低いJ12.4%である.
3 ha 以上層では 7割が， 5 ha J，_)、上で、は 9割が借地をもち，その借入地率も 3舗と 5舗を占める事
実からは，農地流動は相当進んで、いるといえる. しかし，今後 5年後位を展望するとき，経営を拡大
したい人も，縮小したい人も，それぞれは農地流動への不安を抱いている.購入の場合の資金，受請
う場合の耕地分散と農作物価格の低さからくる収益性，なととが農地流動へフーレーキをかける要因と
なっている.それ以上に，個々の農家が，兼業で食べていけるのなら，「現状維持」でよく，あえて
農業経営を拡大も縮小もしない，保守性と現状維持できる社会・経済体制が，農地流動化が進まない
大きな要国となっている.
N 水稲作受託生産組織
兼業化が進み，限定付きながら農地が転用され，流動化が始まると 稲作農家は次のような対応を
とる傾向がある.
個別農家
税農
協業 → 農業生産組織
農家集団
!1担 JドプJ
E竜E方b
専業受託農家
i 農地分散型
経営規模の拡大 → 大規模農家 i 
1 農地統合型
北陸農政局新潟統計情報事務所は1990年農林業センサ¥スで「農業サーピ、ス事業体調査」の対象のう
ち，水稲作の受託作業を行う農業生産組織(農家集団運営のもの)および，この調査実施以降1992年
3月31日までに設立された農業生産組織に対し，往復郵送で， 1992年 7月15日現在の状態を調査した.
新潟県468事業体のうち411(87.8%)の回答が得られた.その結果の概要は次の通りである.
411生産組織の構成農家数は
く 5戸
6 ~10 
11~15 
16~20 
??
??
??
?
??
?
?
?? ?
21.2% 
22.4 
B.4 
5.4 
21孟 163 39.6 
と， 21戸以上のものが4割も占めている.
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生産組織の設立年代をみると， 1969年までが36(8.8%)，70-74年97(23.6%)，75-79年110(26.8%)， 
80-85年が115(27.9話)， 86年以昨日(12.9%)であり， 75-85年に設立されたものが54.7%と最も
多い.
組織設立の理由としては r農用施設や農業機械の有効利用を関るため」が65%，r農業従事者の高
令イヒや兼業の進展によって労働力が不足してきたため」が18%である.組織設立の動機は r土地基
盤整備が実施され大型機械による作業が可能になったため」が47%，r共同利用施設が設置されたため」
治宝14%となっている.
農地貸借や利用権設定をしないで，農作業受託をしている理由は，「組織として対応可能な農作業
のみ行えるからJ38%， r農業機械を保有する農家が減り，農作業を頼む農家が多いからJ33 %， 1-農
地に対する資産保有意識が強く j業地の権利移動が難しいから」が30%となっている.都市的地域は
「対応可能な農作業のみ行えるから」が52%，r農作業を頼む農家が多いからJ35%，両者合せて87妬
となっている.
組織の構成員の居住地は 8割弱が同一集落内である. しかし受託農地の範j却は r構成員の農地
のみを受託している」が約 2割 r構成員以外の農地も受託」で集落内が3割，集落内外を|均わずが
5 割である.都市的地域では r集落内外を問わず受託している」のが69% を '~1 めている.専業農家
が「組織の中心的な担い手，または推進役となっている」のが50%，一方「組織に加入してないj が
34%， r加入しているが積極的に参画していなし勺が16%を占めている.専業農家が中心的な役割を
はたしているのは中間農業地域で58%と高いが，都市的地域は47%，平地農業地域は44話と低く，専
業農家と農業生産組織が共存している.典型的な稲作地帯の下越では，専業農家が生産組織に力1入し
ていないのが41%と 地域的には不可入率が最も高い.
生産組織の運営上， f出役に関する取り決めはなく，必要に応じて話し合いで決める」が73%，r規
約・取り決めに基づき出役する」は24%に過ぎない.精算方法は rプール計算はしないが，労賃は
出役に応じて支払う Jが85%と高い.基幹的農作業は構成員がほぼ全員参加しており rオペレーター
は構成員内の特定の人」が31%とやや高く，とくに山間地域では47%がそうである.
1990年2月のセンサス実施期と， 1992年7月15日の調査実施時期の 2年5ヵ月間に，受託面積が「ほ
とんど向じJが61%， r増加」が29%，r減少」が11%である.農作業受託の評価は rプラスであった」
76%， rマイナスであっt:'J 7 %， rどちらとも言えなしり 18%であった.プラスの理由として r農
業機械などの費用負担が少なくなったため，生産コストが低減された」が86%，rほj揚の団地化など
により，作業効率が良くなったため，生産コストが低減された」が10%である.マイナスの理由とし
ては r受託地分散のため作業効率が悪く，コスト低減につながらなしり 70%，γ不満や世話役の負担
が大きくなるなど，問題が多し¥J 30%などである.
組織運営上の問題点は r特になしりが45%であるものの，「事務処理量が多く，世話役の負担が大
き過ぎるJ16 %， r世話役(中心的なオペレーターを含む)に対ーする報酬が少ないJ15 %， r作業委託
農家との調整に密難が伴う」が10%となっている.農作業実施百五でも rとくに問題はなし勺が43%
ではあるが，「オペレーターの兼業先が忙しく，計画的作業がI難J28%， r構成員の連事!惑が希薄に
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なってきたJ13 %， íオペレーターを必要としない作業での個々の農家の協力が副知~J 10%など， 6 
割の生産組織が運営上なんらかの問題をかかえている.
今後の生産組織については，「現在の形態で，現状規模を維持するJが48%と半分ではあるが i規
模拡大するJ17%， iJ禁事組合法人などの形態、に移行するJ11 %， i現在の形態では後継者難などで運
営がi主i難になり解散するJ11%， i現在の組織は過渡的な形態、であり 中核農家を育成して全i面的に
任せるJ11 %，と方向は一定していない.将来の農業の担い手については 「集落内に意欲的なグルー
プを育成して経営を任せるJ 31 %， i農協がオペレーターを雇用するなどして，農業生産の中心的な
役割を担うJ19 %， i農地の流動化を促進し，大規模経営農家を育成して経営を任せるJ18%など，
意欲的・専門的農業の担い手の待望論が強い.
受託作業面積が増加した生産組織は，専業農家が積極的な役割を担っている.受託農地の分布は「集
落内外を 11~1 わず、J 広く，専従オペレーターがいる割合が相対的に高い (25% ).今後も f規模拡大」
の希望をもっており i農事組合法人などに移行させよう」との前向きの意向をもっている.
1980・90・95年農林業センサスで，水稲委託農家率は41%・ 43%・47%と5年ごとに向上してきた.
地域的には山i現地域の委託率が60%(1990) と最高である.具体的には魚沼地域が62%である.水稲
作作業部門別では，育苗が16%から28%へ急増した.
1990年，新潟県には農業サービス事業体が807あった.これを運営主体別に，北陸全域と全国と比
べてみると，次の如く農家集l歪の割合が3/4と高い.
農家集団 農協 中核農家など
新潟県 73.8% 25.2 l.0 
北陸 69.0 30.3 0.7 
全密 62.7 33.5 3.8 
これら807の農業サービス事業体のっち617(76.5%)が水稲作作業用である.そのうち，育苗をやっ
ている事業体が245，稲刈り・脱穀241，乾燥調製214，耕起・代かき209，田植165，防除73，全作業サー
ビスを行う事業体40である.これを1989年水稲作付面積に占める作業別受託面積の割合は i青苗J
18%， i乾燥・調製J15 %， i午前刈り・)J見穀Jll%，i耕起・代かきJ9 %， i田植J8 %， i!ij!徐」が6%
である.
V 農業経営の大規模化
自本の農家の平均経営耕地面積はl.39ha(1994)，新潟県のそれもほぼそれに近い1.41haである.
経営規模 3haを仮りに大規模経営とすれば， 1980年以来着実に増加しており， 1993年には県内に 1
万1400戸あり，全農家に占める割合は8.4%になっている(表 5).地域的には下避に7145戸と全県の
69.9%を占めている. 1990年センサスI寺10ha以上の農家も県内に92戸，そのうち30戸が下越に， 27 
戸が上越に， 25戸が中越にあった.
1980年以来，大規模農家は急速に増え， 80年を100とする指数では， 85年118，90年130，93年145と
l.45倍となっている.1990年の 3ha以上農家の新潟県内における割合を地域的にみると， T越に69%，
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表5 新潟県の経営耕地問積3.0ha以上農家数の推移
!大j
区 総農家数
3.0ha 以上
農家数計
ldifZhご来満 l 5.0-7.0 10.0ha以上
実数
1980 167 452 7 872 7 267 605 
85 155 522 9 142 8 085 847 31 
90 142 612 10 222 8 564 1 254 312 92 
9] 141 020 10 310 8 650 1 660 
92 138 340 10 790 9 050 1 740 
93 135 720 1 400 9 470 1 930 
構成比
1980 100.0 4.7 4.3 0.4 
85 100.0 5.9 5.2 0.5 0.0 
90 100.0 7.2 6.0 0.9 。‘2 0.1 
91 100.0 7.3 6.1 l.2 
92 100.0 7.8 6.5 l.3 
93 100.0 8.4 7.0 1.4 
1980. 85. 90は，農業センサス結果， 1991-93は，農業調査等結果(標本調査)による。
中越に14%，魚沼と上越にそれぞれ 7% 佐渡に 3%であった 3ha以上の農家が経営する耕地の
県内の割合も，ほぼ同じで，下越に68%，中越に14%，魚沼に 8%，上越に 7%，佐渡に 3%であっ
た.
新潟県の 5ha以上農家数は1950年11戸， 60年14戸， 70年50戸， 80年605戸， 90年1658戸， 94年2270
戸と80年以降飛躍的に増加していった(図 3).経営規模 5ha以上の大規模経営体の分布は，新潟市
とその周辺，西蒲原郡・中蒲原郡・北蒲原郡の下越の蒲原平野に多かった. 1980年頃より，頚城平野
や十日町盆地・六日町盆地などにもみられるようになり， 1990年になるとどこも量的に増えた.とく
に新潟市を中心とする蒲原平野での大規模経営の集中は著しい. 1960年当時，県内でわずかは戸の 5
ha以上農家の分布は，新潟市に 3戸，西川町に 2戸，北蒲原郡に 4戸であった.
1994年の 5ha 以上農家2270は，新潟県農家数のシェアは1.3%であるが，その管理する耕地面積の
シェアは8.5%， 1戸当り平均7.39haである. (60才未満の男子農業専従者のいる農家)中核農家は，
5 ha以上層で76.2% (1994)である.
北陸農政局は1993年 7月15日現在で， 90年農林センサスで経営耕地面積3.0ha以上の農家から無作
為に3，000戸(うち新潟県は1，300戸)選び，往復郵送法で「現状と意It'l]J を調査した. 1， 300戸の対
象から有効回答を得たのは899戸 (69.2話)であった. 3年5ヵ月間に 3ha未満となった農家も92戸
(10.2%)ある.有効回答899戸の構成は次の如くであった.
経営規模く 3ha 92戸 10.2% 
3~4 383 42.6 
19 
197 0 
/ 
G7 
o 30km 
第3図 新潟県の経営規模 5ha以上の農家
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4 -5 195 21.7 
5 -7 155 17.2 
7 三五 74 8.2 
専業農家 198戸 22.0% 
第 l種専業 、「jJ叶5 59.5 
第2 // 166 18.5 
世帯主年令 く40才ー 83戸 9.2% 
40-50 310 34.5 
50-60 309 34.4 
60妥 197 21.9 
調査対象の899戸は，さすがに第 1種兼業と専業が多く，第 2穏兼業は少ない.農産物販売金額 l
位部門7JIでは，水稲が76.6%，農業経営組織5"JIでは，単一経営が66.9%，うち稲作が58.8%である.
r 3 ha以上農家」を仮に「大規模農家」とすると， 1993年7月のその平均経営耕地jlII績は4.48haで，
地域的には上越が5.73haと大きい. 5年fiJと比べて，経営耕地[面積を増加した農家は，規模の大き
い階層ほど増加しており 7 ha以上層では27.5%の増加l， 5 -7 ha J昌は16.0%の増加である.過去
5年間で，農地を増やした農家は，専業 (11.8%)は兼業(1兼8.6%，2兼5.5%)よりも増加率が
高く，年令階層別では40-50才が12.5%増と最大である.
借入耕地のある農家は，県全体では72%，地域的には魚沼 (91%)と上越 (89%)で高い.借入耕
地の全経営耕地面積に占める割合は31%，上越では53%と過半が借入耕地となっている.逆に下越は
24%と低い.借入耕地農家率・面積率ともに，経営規模が大きいほど高い傾向があり，規模別では 5
-7 haが92%の農家が， 38%の借入地をもち， 7 ha以上層は89%の農家が借入地があり，その借入
耕地面積率は52%と過半を占めている.
大規模農家の農作業受託状況をみると，受託農家率では27話，受託面積率では13%であり，地域的
には上越がそれぞれ50%，50拓で高い. 7 ha以上層は43%と23%で，階層別では最高である.年令
別では， 40才未満33%，40才台30%，50才台27%，60才以上21%と若い年令層ほど受託農家率が高く
なっている.団地数と筆数をみると，団地数 5-7が39%と最高，筆数では20-39が41%で最高であ
る.規模別にみると，規模が大きくなるほど団地数・筆数ともに大きくなっている. 7 ha 以上層は
60筆以上が47%も占めている
あとつぎの就業状態をみると r農業専従j と「主に農業」を合わせた農家の割合は，県全体で23%
に過ぎない. 5 -7 ha層になると初めて39%となり 専業農家で38%である.
大規模農家 1戸当り平均農業従事者は3.1人で，地域により，階層により余り差はないが，専業 (3.4
人) ・1兼 (3.1人) . 2兼 (2.9人)の差はみられる.部門別では園芸単一と複合経営が3.4人，準
単一複合が3.2人，畜産単ーが3.1人，稲作単ーが2.9人と，稲作が最も労働力が小さくて済んでいる.
2.9人の内訳は男1.6人に女1.3人である.
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雇用労働力については，新潟県全体で「男の雇用がある農家」が19%，1女の雇用がある農家」が29%
である.地域的には魚沼と上越で、雇用労力のある農家が34-39%と高い.規模が大きくなるほど雇用
労力をかかえる農家の率は高く， 7 ha 以上では「男の雇用がある農家」は35%，1女の雇用のある農
家」は50%である.専業農家にあってはヲむ 23%，1女J47%で， 7 ha以上で専業は 2軒に l軒は
女の雇用労力をかかえている.部門別では稲作単一は最低の雇用力で，「男J14 %， 1女J15%であり，
最高は複合経営で「男J28%， 1女J 55%である.
大規模農家の農業経営上の問題点としては，「農産物価格が安い」がトップ 1生産資材価格が高い」
が2位 1資金不足Jが3位である.その他「後継者確保が密封tJ ・「借地料が高しりなどがある.
今後の農業経営の意向は 1拡大したしり 34%，1現状維持J 59%， 1縮小したしり 5%， 1農業をやめ
たいJ 3 %などである.規模が大きいほど「拡大したしり志向は大きく， 7 ha 以上層では69%である.
年令別では若いほど拡大志向が大きく， 140才未満)で58%である.今後の農業経営に当って最も重
要視することは，稲作単一経営農家にあっては 1生産コスト低減を自指すJ 53%であるのに対し，
i蓋!芸単一経営農家は 1農産物の高品質化・高付加価値化を巨指すj が64%と部門による差が読みと
れる 1生産コスト低減」は規模が大きくなるほど志向度が上り 7 ha以上層では50%となっている
さらには年令が高くなるほどコスト低減を志向し， 60才では50%となっている.
農業経営の法人化は 1考えていなしり 45%，1検討中J 25%， 1 e指す考えはなしり 18%で，法人
化には消極的である.ただ規模が大きいほど，年令が若いほど吋食討中」が多くなっている.地域農
業を振興する方策として 1意欲的なグループを脊成するJ46%， 1大規模経営農家を育成J17%，1綿々
の農家が行う J16 %， 1勺lほまぼ全農家参7力加j沼口の組
経営営，を大規模化するメリツトは収益性の向上にある. 1993年産新潟県の米の10a当り生産費は
131，646円，自己資本利子・自作地地代を加えた全算入生産費は180，926P=Jで，全国(172，633円)よ
りは高いが，福井県(186，058円)・富山県(184，523円)よりは低い.10 a当り組収益は194，884円(505kg
/10aとして)，所得は98，310円で所得率は50.4%である.98、310円のうち家族労働報酬は57、279円で，
l日当り家族労働報酬は13，886円である.これを水稲作付規模別にみると， 10 a当り生産費は30a未
満の171，046円は， 3 ha以上の107、156円の1.6倍にもなっていて，スケールのメリットが明らかであ
る.大規模経営は借地料などの地代がかさむため，全算入生産費は16万円で， 30 a未満の21万は1.3
倍と少し差は小さくなっているが所得・所得率・労働時間などのスケールのメリ y トは明らかであ
る(表6). 
県平均を100とした指数で、生産費を地域的にみると，魚沼・上越で106，下越で98である. 10 a当た
り組収益では，下越が105，魚沼102，に対して佐渡93，上越94，中越98である.ちなみに， 1994年水
稲作付品謹構成は，コシヒカ 1)63.6%，ゆきの精11.0%，新潟早生6.0%で，コシヒカリの地位は圧
倒的である.第 l屈入札基準価格(1994年，東京)での新潟コシヒカリは27，111円/60kgで，富山
コシヒカリ (24，732円) ・石川コシヒカリ (24，583円) ・宮城ササニシキ (23，754円) ・秋田あきた
こまち (23，496内) ・新潟ゆきの精 (22，499円)を抜いて孤高の地位を保っている.
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表6 新潟県における米作付規模別生産費 (1993年、 10a当たり)
(単位:Pl、kg、%)
項iヨ 王 要 費 自
生産費
全算入 収量 組収益 jYriU 所持率 労働時間
生産費 農機 )l巴料 支払次代
規模 具資
労働費
農薬資 -干IJ子
300 a以上 107，156 160，187 27，451 36‘700 13，223 21.448 520 198，658 101.079 50.9 23.9 
200-300 120，993 171、666 36，808 39.471 12，944 10.410 516 199.173 101、912 51.2 26.7 
150-200 126‘421 176.968 31‘478 46.863 13，252 3、054 517 196，343 108、90J 55.5 31.5 
100-150 130.598 176，214 37，719 54，514 13，913 3‘837 462 182.280 98、500 54.0 39.3 
50-100 170‘527 218.946 38，294 68.897 18，167 5，398 495 J93，253 7‘894 40.3 48.8 
30-50 143.803 182.021 8.958 57，118 16.767 J.537 465 J84‘036 91‘612 49.8 43.9 
30 a未満 171‘046 213.658 10、226 83‘913 13.158 。510 J97，246 98，368 49.9 58.2 
県平均 131‘646 180‘926 32.413 49，003 14，267 8‘249 505 J 94，884 98，310 50.4 33.7 
農林水産省「米生産費調査J
百 大規模稲作農家の事例
新潟県には10ha以上の経営規模を有する農家が90戸(1990)あった.稲作の核心地蒲}京平野にあ
る新津市の二つの農家については，すでに1985年に論じ，井浦家についてはIi法人経営者に聞く』
(1994)ゃ r井浦亮ーの米づくり道場』などで詳細に扱われている. 1985年以降の変化や，他書:に書
かれていないことなどを二農家での聴き取りを中心に社会の都市化に稲作農家がどのように戦っ
ているかを中心に，述べてみる.
( 1 )平野農場
新潟市小針の農地がJR小針!訳や新潟大学学生寮用地として買収されたお金で，新津市長割へ，
1969年6haの水田を購入し，転住 (Aussiedlung) してきた.その後周辺の水田を買い増してがJ24ha
の水田を， 1ヵ所に統合して経営している.所有者平野一夫 (60才)は新潟市酒屋地区上和田352-3
に住んで引退生活し，経営は長男に代って，松本市で農機会社に勤めていた次男が引き継いでいる.
農場の農地は268筆239，230m2 = 23. 92ha， うち出が22.81ha，知iが1.12haである.ほかに家が5筆
3，787m2ある.東は北潟，西は覚路津を結ぶ広域農道から南へ150m入ったところに，広い田んぼの
中に孤立Lた平野農場がある.国は主に家の東側，幹線排水路(南東から北西へ流れ，小阿賀野川が
信濃川に合流するところに流れ入る)までのところにある.出の区画は基本的には1.1ha部で，区画
の片側は道路に，片側は排水路に面している.大区画にして整地するのに時間がかかるのと，大区画
にするほど等質条件を作り出すことがむつかしくなり，大型機械は導入で、きても，水管理上のむつか
しさとのバランスで区画の大きさは決ってくる.
1990年から食味計を導入し，コシヒカ 1) (7割)，ゆきの精などを栽培し，農協へは出荷せず，白
分で乾燥・調製して，指定業者へは20俵ほど出荷し，ほとんどは得意先の米屋・弁当崖へ納めている.
それらは新潟市・長岡市・上越市・岩船郡・西蒋原郡などにあり，埼玉県の弁当震へも約めている.
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粗収入は6，0007jP~. 魚沼のコシヒカリは美味の誉れが高いが 水も気候もそれほど差がないのに，
何が違うかと考えたすえ，行きつくところは栽培者の気力の差という結論に達したという. 20人の同
志と研究会をもち，米の味の向上に努めている.稲刈りは早生で 9月中旬から始まり， 1月18tヨには，
稲苗代用の巨大なグラスハウスで収穫祭をやる.お得意先・同志など50人ほど集まり，バーベキュー
をやる.
営農哲学は， i-通勤耕作は稲・水管理上1m題がある.稲の毎自の顔色と ご機嫌伺いが楽しみ.自
由時間がもてないようではだめ.J. 60才になったら農業を引退すべく，子供がないのでこれから後継
者を養成していく.呂下乾燥調製施設を大がかりで改装中で 自作米以外に 研究会の同志の分も処
理してお得意さんに納入しており，自作米の 1/3ほどにものぼるという.現在水田の売買値は1000
万円/10aもするが， 300万円になったら手を出すつもり，という
農協組織や， NO政といわれる農政の各種の補助金には批判的であり rくれるのではなく，無利
子で金が貸りられるようにすべきである」との主張.日本i長大の，統合された自己所有田中に転住し，
最も蕗業的な稲作を行なっている，モデルケースである.
( 2 )井浦農場
新津駅北西，善道寺町 1にあり，経営耕地25.2haのうち借地は4.6ha(18.3 % )に過ぎず，一応自
作地主義をとっている.小作料は3.5-4俵/10aで，お金なら7.5-8万円/10a，物納とは半々位
である r借地は労働力の提供だけで，自己資本の蓄積ができなしV との主義から，父の代からコツ
コツと働いて水田を買い増していった. 1964年に最大の労働ピークである田植労働に，田植機を導入
し，規模拡大への展望をもった. 60才の井j商売ーは1975-81年，新津市農業委員をつとめ， 1988年，
新潟県稲作経営者会議会長に選ばれ，農業にロマンを感じ，父・恵、子と親子3代稲作を続けている.
稲作経営者会議〔稲経〕は1974年に発足し，稲作の一匹狼の集まりで， 1994年 8月現在会員181人で
ある. 1992年，有限会社「いうら農業生産法人J を設立し息子に経営権を譲ることにした.典型的な
一戸一法人で，資本金300万円，夫婦が役員，長男夫婦が監査役となっている.
法人の目的は，①農産物の生産と販売，②農産物の品質・食l床・安全性の調査・研究の受託，①有
機質肥料の生産と販売，④有機栽培の農産物の生産・加工・販売，①前各号にi府帯する一切の事業，
とある.法人化にともなって農地・農機具・施設・転作奨励金などの税務上の処理がむつかしい.
1991-94の平均では，稲作部門の販売額は4096万円，土地改良費は568万円で14%を占めている.土
地改良費の 1部が土地改良区の運営費で，残りが土地改良事業費の償還元利金であることから，土地
改良事業費の公費負担によって，米側は 1割下げられる，と主張している.
現在25.2haの経営耕地は 7市町村の 9団地に分布し， 14の生産組合に加入し，年間22万円の組合
費を納めている(表 7，図 4).最遠の田は津川町と上川村にあり， 52km，車で、90分の通勤耕作〔出
作〕となる.魚沼地方のコシヒカリがおいしいといわれ，山間でそことほぼ同じ自然条件をもった東
蒲原郡の津:)1町・上川村の水田を確保した.
稲経阿賀北研究会を前身として， 1991年井浦亮ーを中心に15人の30代から60代までの稲作農家が全
県から集まって研究会をもった.その成果をまとめたものが橋本(1995) Ii井浦亮ーの米づくり道
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~~二泊i農場の経営耕地の構成 (1994年)
耕j也市i柏 a 
市IlT村)]Ij 1:1 J也7JI 自宅からの距離 jiI-安1寺!日j
自作地 flN j也
A 253 86 (自宅のまわり)
新討を市 B 20 60 8km 10分
じ 200 10 15 
D 300 ]8 30 桜子1I1 村
E 219 18 30 
67 95 
52 90 
19 136 
246 28 45 
736 18 30 
83 40 60 
2.060 460 
表7
(注)ド UjJ也はj宇JII可と上JllUrの境界地にi持接しており.行政区分は 21UTにまたがっているが，
事実上 1ヨH訟を形成している。
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JI二iH;Pt J~をのま王 J討耕地の分布 (1995{f)第4図
6 ~40ha の所有地に，受託 5 ~ 25haを加えた稲有限会社あり，15人は倍人経営あり，である場』
作経営や若干の野菜・花きなどとの複合経営をやっているところもある.井?ri農場は稲作農業の教科
農地解放後の1950年に農業を始め 農地法の改正で規模拡大路線が打ち出される
と制度資金を上限まで利用して25ha農場を貧IJり上げた.経営の法人化が推奨されると有限会社に組ー
織換えした.
書のようなもので，
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1972年，初めて農林漁業金融公庫より 200万円借金して農地を取得したとき r自分が拡大(賊:入)
した田んぼがものすごい戦力になる.最初の年に 1Il可 2反購入したのが，次の年にすごい戦力になり，
想像もつかないような力を発揮した.強烈!な経験でした.Jの体験から，「自作地主義Jをとっている.
購入農地は借金を返済してしまえば自己資産となり，担保価値を生み，次の拡大の基礎となるとの考
えである.農作業上は自宅に近いところが購入農地としては望ましいが，地価が高いこと，売り出し
ものが少ない，などの理由から， 9団地に分散したままである.若い労働力のあるうちはいいが， F司
令化するにつれて時間・金のロスが負担になりかねない.西ドイツで密家事業としてEC対策でやっ
てきた農地整備事業が行えない限り，稲作の生産性向上には限界がある.
稲作で最も成功した 2つの事例から引き出せることは，密・農協など組織への不信感の強さである.
自由に経営の発展向上を試みるとき，余りに現実はそれを阻む規制が多過ぎる.お上の「金をくれて
やる」といったばらまき政策が農民をスポイルしている r農民が求めるお金を貸してくれさえすれ
ばいい.J r食管法・転作・共済組合強制加入・基盤整備農家負担など，農民を管理するものばかり多
く，個人の創意工夫が発揮できない産業は発展しないし，後継者が増えるわけはない.J しかし 2 
つの事例は，それらの規制と敢然、と戦って，勝手IJをおさめ，稲作の生きる道の一つを示している.農
地統合型の平野農場，農地分散型の井浦農場，個人経営と法人経営，協業化が進むなかでの個人経営
体の生きていく理由が伺える.法人化したり，大規模化すれば穏作問題が解決とはいかない.米の食
l床趣向の差，他種食料との競争，環境保全としての稲作の位置づけ，など問題は多い.
百おわり
水田農業の革新には，個人レベルでは経営規模の拡大，地域レベルでは大区画化・直播・機械化・
生産組織化などの基盤整備・技術革新・農業法改正などが必要条件とされている.
「日本最大の米どころ」新潟県の稲作の新しい動きを分析してきた結果，従来の解釈と違った視点
が必要である.それは農地の流動と農作業の協業とが予想以上に進んで，大規模経営が誕生して，主
役になる日も遠くないことである.それを可能にしているのが，モータリゼーションに支えられた住
宅・工業・交通通信化などの都市文明である.都市化は農地潰廃などで農業を破壊する役割を果す一
方，兼業の機会を提供したり，通勤耕作を可能にしたり，地価の差によって統合農地の寅紋が可能に
なったり，よりおいしい米や新たな農産物の需要が惹起され，農業構造の再編成を促進する力ともなっ
ている.
これまでの分析をまとめると，
① 第 2種兼業農家が81%を占め，専業農家(6 %)は例外的な存在となってしまっている.農家所
得に占める農業所得は19%にすぎず，兼業による農外所得が81%を占めている.農業の家計充足率は
23%にすぎず， 2 ha以上層になって漸く 55%を超えている.
②過去31年間に 4万5000ha(県都新潟市の 2倍強)の農地が転用され，年平均1456ha(亀田町の
全域は1682ha)の転用面積のうち，転用自的で大きなものは住宅用地・工業用地・ (工場・学校以
外の)建物用地などであった.農地を減じた農家は脱農するか，経営規模を縮小し，農地の貸借関係
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も進んできた.利用権を設定された農地は総耕地の l割に達している.
① 3 ha以上層では 7割の農家が， 5 ha 以上層では 9割の農家が借地をもっており， しかも借地の
経営地に占める割合はそれぞれ3部と 5割である.自作地による家族経営といった，第 2次大戦後の
独立自営農家は昔話しになりつつある.
④ 兼業化と，一部ではあるが農地流動が進むと，協業化が進み，構成員が21戸以上の生産組織が主
に 1975-85年に形成されてきた J票用施設や農業機械の有効利用を I~ り，高令者や兼業者の労働に代
替しようとするものである.手間がかかり，細心の注意が必要な育苗や乾燥・調製部門で，受託率が
I守Jし¥
① 個別農家が経営規模を拡大するには，経営者の年代が40-60才と壮年期で，稲作にロマンを感じ
た革新的な人でなければならない.稲作経営者会議などの1iJf究熱心なグループからは，経営を法人化
したりしている者も出ている.スケールのメリットは稲作では明らかで 5 ha 以上の農家は急速に
増えている
① 農地流動の進展が遅し¥1つの原因に，自分の代で他人の手に渡ることは 祖先に対する背徳行為
である，との日本人の土地に対する観念がある. とくに高令者には，一度貸したら耕作権がついてし
まって返してもらえないといった 旧農地法アレルギ一反応がみられる.生産組織や詰負農家がある
ため，農外収入はあるが，農業収入も捨てがたく，農地を所有し続け，兼業零細農家が農地流動を I~II
止している函がある.また圏場条件によって，貸し手と借り手の科書が一致しないことも，流動化が
進まない要因である. I日農地法による農地所有の封鎖性から，農地流動の自由な市場が形成されてお
らず，農地が本当に規模拡大して稲作を継続していく人に統合されにくいままである.
本研究に当り，新潟県庁，新潟統計情報事務所，新潟県農業会議，井if亮一・平野氏ら多くの方々に多大な協
力を賜った.本調査には，平成 7年度文部省、科学研究費補助金(総合A)斉藤 功「日本従業の耕作方式と持生
産過程に隠する農村システム論的研究J (課題番サ06301085) の一部を使用させていただいた.製I~I は官坂手1I 人技
官にしていただいた.
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Struggle against U r banization of Rice Cul tiv ation 
in N iigata Plain， J apan 
日iroshiSASAKI 
American geographer Hall， R. B. mentioned about Niigata plain as one of the most typical 
rural settlement forms (shoestring settlement patternニ Strassendorf)in Japan in Geographical Re. 
view already in Volume 21， in 1931. Niigata plain is a alluvial delta plain formed by the longest 
river in J apan Shinano and Agano river. Many rural settlements on the plain are created after 
1600 to reclaim the lagooms in the deepest part of the plain. The greatest and ever lasting task on 
the plain in the humam history has been the draining off the superabundant water into Sea of 
Japan. They made many drainage canals into Sea of Japan since 17th century， the greatest of 
which was the excavation of New Shinano river in 1922. This has prevented the downstream area 
from flood hazard. Niigata plain could become the biggest rice producing area in Japan 
Direct after the -I WW the strong drainage pumps were set at the mouth of large drainage 
canals to dry up the marshy rice fields， and they could use the ploughing， transplanting， har-
vesting mashines. 
During the high pitch economy in 1960s and 1970s， the agriculture has experienced drastic 
changes， even in Niigata plain， the biggest agricultural region of Japan. The average size of arable 
land has increased， but it amounts only to 1.41 ha for al farmers including subsisting farmers， 
and 1.51 ha for commercial farmers (Table 2). 81% of farmers become 2nd part-time farmers 
(more non agricultural sector)， and only 6% is full-time farmers. The total income of famers is 
19% from agriculture and 81 % from non agricultural sectores. 
45，000 ha (so large as about double space of the local capital Niigata-shi with the population 
of 479，000) farmland was converted into urban land uses in last 31 years: 30% into housing， 26% 
into industrial， 26% into other facilities estate (Table 1). lnd ustrialization in Niigata plain is stil 
gOl1g on. 
The typical farming system of Niigata plain after the land reform direct after the I WW has 
been a independent landed farmer with family labour force. The large farm land ownership has 
been prohibited after land reform to avoid a great number of miserable peasents which were 
dominant til the end of the I WW. But nowadays the number of larger farmland holdings has 
grown up and 90% of farmers with larger than 5 ha arable land has the ieased arable land， which 
amounts to about 50% of their managing farmland (Fig. 1・2・3，Table 2・3・5).Another type 
of new farming is a cooperation of farmers， which manage the farmland of aged farmers and 2nd 
part-time farmers by contract. The cooperations have been constructed mainly between 1975 and 
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1985. They can contract for some parts of rice cultivation as seedling， transplanting， ploughing， 
harvesting， drying， threshing and preparing for marketing. 1n practrice part守timefarmers entrust 
a cooperation or a full-time farmer with seedling， drying and preparing， which need the greatest 
labour forces 
Younger farmers could increase the farming estate by lease or buying and some have 
changed their managing system fl縄oma family farming to a incorporated farming. 
The mobility of farmland between farmers is stil a quite few. 1t depends on many reasons， 
but the biggest one of which is the Japanese traditional enthusiastic love for land. Japanese don't 
want to think the land as a means of rice production， but as a house property from ancestor. 
Many J apanese think， itis the d uty to hand over the succeeded land to the next generation. The 
former law of farmland has protected the more right of borrowers than that of land owners. So 
even small sized part-time farmer don't want to lease the farmland. The market of farmland lease 
has not been established. These are the main reasons why Japanese rice cultivation is carried on 
in a small size and the price of rice is so expensive. 
To view the near future， the sustainability of rice culture in Niigata plain depends on the 
symbiosis of rice culture with other industries. 
Fundamental data of agriculture in Niigata plain 1994 
Niigata allJapan 
Number of farmers 134，110 100% 3.644、480 100% 
Subsistent farmers 21，370 15.9 23.5 
Commercil farmers 112.740 100% 100% 
full-time 7.040 6.2 16.1 
1st part-time 14.710 13.0 13.8 
2nd part-time 91，000 80.7 70.0 
Arable land (ha) 170.384 100話 3，139、660 100% 
leased farmland 27，829 16.3 420，813 13.4 
Number of farmers 40.870 36.3% 828，890 30.6% 
with lease land 
per one commercial 
farm 
arable land (ha) 1. 51 1.16 
leased land (ha) 0.68 0.51 
